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給のための農業多様性の持続可能な利
用と保全」、2月5日、国連大学本部

●国際シンポジウム「環境管理と分析技
術：東アジア地域における環境ホルモ
ン等による汚染問題」、2月9－ 1 0 日、
国連大学本部

● U N U / I A S 政策ワーキング・グループ
会議「グローバル・システムの持続可
能な未来」、2月 1 5 － 1 6 日、国連大学
本部

●ガンジス河の持続可能な開発のための
計画会議、2 月 1 9 － 2 4 日、ダッカ

（バングラデシュ）
● U N U / I I S T研修コース「ソフトウエア

開発の形式的方法」、カイロ大学と共
催、2月20－24日、カイロ

●「地球システムの持続可能な未来」国
際会議、2月 2 3 － 2 4 日、国連大学本
部

● U N U / W I D E R 公開講演会「アジア危
機：終わりか始まりか」、2月 2 5 日、
ヘルシンキ

● U N U / I N T E C H ワークショップ「マレ
ーシアにおけるテレワークと開発」、3
月9日、クアラルンプール（マレーシ
ア）

●国連大学／キリン・フェローシップ修
了式、3月10日、国連大学本部

●国連大学プロジェクト「倫理と国際問
題」第2回検討会議、3月 1 2 － 1 3 日、
フローレンス（イタリア）

●国連大学研修セミナー：（1）「倫理と
国際問題」、（2）「アフリカにおける平
和維持および平和構築」、（3）｢大国の
興亡：移行期の国際秩序｣、3月 1 5、
17、19日、ニューヨーク

● U N U / I I S T 研修コース｢ R A I S E 使用の
ソフトウエア開発の形式的方法｣、3
月15－24日、ケダ（マレーシア）

● U N U / I I S T ホームページ作成研修コー
ス、3月 1 5 － 2 4 日、バクー（アゼル
バイジャン）

●ワークショップ「環太平洋都市社会の
脆弱性の比較研究」、3月 2 3 － 2 7 日、
ホノルル

●国連大学国際リーダーシップ・アカデ
ミー延長プログラム「多文化における
リーダーシップ」、4月6－ 2 0 日、ア
ンマン（ヨルダン）

● U N U / W I D E R プロジェクト会議「サ
ハラ以南アフリカにおける低開発、変
化、再建」4月 1 6 － 1 7 日、ヘルシン
キ

●第 1 7 回国連大学研究・研修センター
および研究・研修プログラム責任者会
議、4月22－24日、マカオ

● U N U / I I S T研修コース「R A I S E 使用の
ソフトウエア開発の形式的方法」、5
月3－ 1 4 日、バクー（アゼルバイジャ
ン）

●国連大学高等研究所年次評議会、5月
10－12日、東京

● U N U / W I D E R プロジェクト会議「過
渡期における所得配分と社会構造」5
月14－15日、ヘルシンキ

● 第 3 回 P L E C マネージメント・グルー
プ会議、5月 1 4 － 1 8 日、トルカ（メ
キシコ）

●国連大学プログラム「水・環境・保健
に関する国際ネットワーク」（U N U /
I N W E H）国際諮問委員会年次会議、5
月17－18日、ハミルトン（カナダ）

●日本国際連合学会第1回研究大会「2 1
世紀の世界における国連システムの役
割」、5月22－23日、国連大学本部

●国連大学国際ソフトウエア技術研究所
年次評議会、5月24－26日、マカオ

● U N U / I A S 国際会議「意識の科学に向
けて・基本的アプローチ」、5月 2 5 －
28日、国連大学本部

● U N U / W I D E R プロジェクト会議「国
連とブレトンウッズ諸機関の新たな役
割と機能」5月 2 8 － 3 1 日、ヘルシン
キ

●平成 1 1 年度専門図書館協議会総会、6
月2日、専門図書館協議会主催、国連
大学共催による年次総会、国連大学本
部

●世界環境デー’9 9－“Global Echo”、6
月2－5日、国連大学本部

●国連大学アフリカ天然資源研究所年次
評議会、6月8－ 1 0 日、レゴン（ガー
ナ）

●国連大学新技術研究所年次評議会、6
月9－ 1 1日、マーストリヒト（オラン
ダ）

●国連大学世界開発経済研究所第 1 5 回
評議会、6月14－15日、ヘルシンキ

● U N U / W I D E R プロジェクト会議「移
行期の中小企業：ポスト社会主義国家
群での企業家はどう育つか」、6 月
18－19日、ヘルシンキ

●国連大学プロジェクト「国際機関の正
統性」ワークショップ、6月 2 1 － 2 2
日、ジュネーブ

●「教育におけるコンピューター ’9 9 会
議」、6月23－25日、マカオ

●国際シンポジウム「開発：人間の安全

保障の観点から」、6月 2 4 日、国連大
学本部（外務省と共催）

● U N U / W I D E R プロジェクト会議「所
得格差の増大と貧困の減少：共存は可
能か」、7月2－3日、ヘルシンキ

● U N U / W I D E R プロジェクト会議「天
然資源ベースの経済成長モデルにおけ
る環境、輸出、人材開発の諸問題」、7
月2－3日、ヘルシンキ

●国際会議「インターリンケージ：多国
間環境条約における相乗効果と調整」、

7月14－16日、国連大学本部
●国連大学理事会事務局会議、7月 2 1－

23日、ジュネーブ
●国連大学国際リーダーシップ・アカデ

ミー 第3回夏期プログラム「紛争解決
と平和維持におけるリーダーシップ」
7月 2 8日－8月 3 1 日、アンマン（ヨル
ダン）

●国連大学プロジェクト「大国の興亡：
移行期の国際秩序」最終会議、7月
29－30日、北京

●第 1 5 回国連大学グローバル・セミナ
ー湘南セッション「グローバリゼーシ
ョンと人間開発・貧困撲滅に向けて」、
9月6－ 1 0 日、神奈川県湘南国際村セ
ンター

● U N U / W I D E R プロジェクト会議「制
度と開発」、9月 1 0 － 1 1 日、ヘルシン
キ

●国連大学グローバル・セミナー ’9 9 神
戸セッション「2 1 世紀の安全保障」、
9月28日－10月1日、神戸

●ワークショップ「サルウィン川流域管
理」、9月（日程未定）、バンコク

最近の国連大学の活動（15ページから続く）

今後の予定

UNU Nexions は国連大学活動の一部
を紹介するために国連大学広報部が
発行しています。投書や寄稿を歓迎
いたします。

150-8925 東京都渋谷区神宮前5-53-70
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電話： （03）3499-2811
ファックス： （03）3499-2828
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UNU Nexionsは広報部発行のニューズレターです。

June 1998

視視 点点

ジェリー・ベラスケス

環境の悪化は貧困によっ
てさらに加速される、とよ
くいわれる。食糧や住宅な
どの生活の基本条件さえ満
足に得られない人々は、と
かく環境保護への関心が乏
しくなるものである。その
ため、途上国の人々でも個
人の暮らしが豊かになれ
ば、環境問題に関心を寄せ
るようになり、それが環境
保護の活動を生み出す可能
性がある、という専門家も
いる。

そうしたことから貿易の自由化、世界貿易機関（W T O）の
任務、それが全世界の多くの人々に経済的な利益をもたらす
という約束についての議論が始まる。しかし、経済成長とそ
れによる富が環境の保護を促進するという説には、何の保証
もない。むしろ貿易自由化の政策を立案する過程では、環境
の悪化に及ぼす影響に十分な配慮が行き届かないことが多い
のである。

もし貧困が貿易と環境を結び付ける重要なポイントだとし
たら、こうした問題は開発の面からも検討する必要がある。
具体的にいえば、貿易を持続可能な開発との密接な関連の中
で考えるべきなのである。貿易と開発は、環境上適正で「持
続可能な」生産工程が可能になり、現在から将来にかけて基
本的な人間生活のニーズを満たす機能が得られる場合に、共
存できるというのが一般に認められた考え方である。

しかし、このように貿易と持続可能な開発を融合させるの
は容易なことではない。それぞれの属するコミュニティや問
題の文化的な背景、性質が違っているからである。W T Oに持
ち込まれた最近の環境問題の例が示すように、環境と貿易の

両コミュニティの対立は多
くの場合、心配と思い込み
にもとづいている。

そうした例の一つが、貿
易の拡大は経済成長をもた
らし、その結果として環境
の悪化を生むという懸念で
ある。しかしこの心配は環
境主義についての過去の理
解にもとづくものである。
現在の環境主義者の多く
は、持続可能な開発を主張
し、環境保護の重要性と併
せて開発の必要性を認めて

いる。問題は成長そのものではなく、成長の種類にあるのだ。
貿易と環境の二つの政策は並行して発展しなければならな
い。そうでなければ、環境政策は後退せざるを得ないだろう。
その例として、過去の経済成長の利益が今は環境破壊と環境
保全のためのコストによって相殺されている、東欧が挙げら
れる。

また高い環境基準を持つ国々が、貿易の自由化と他の国と
の競争のために、その基準の引下げを迫られることを懸念す
る向きもある。そうした人々は貿易協定で産業の競争力が失
われ、国際的な環境協定の実行が困難になることを心配する。

その一方で「環境政策」が貿易障壁を隠すために利用され
るという心配もある。最近ではカナダのオンタリオ州が下し
た裁定にその例が見られる。同州ではビールの生産にリサイ
クル可能なビンの使用を義務づけたため、アルミ缶を使用す
る米国のビール会社が排除された。しかしながら、実際にはア
ルミ缶の方がビンの再利用より環境的にはすぐれているのだ。
さらに環境への配慮も誤った解釈をすれば、貿易の自由化を
阻害し、環境協定や環境保護の促進を阻害する恐れもある。

貿易と環境──ミレニアムラウンド貿易交渉の行方

U N Un ex i o n s
1999 年 6 月

写真提供／ピーピーエス通信社

この「視点」のエッセイ・シリーズは、世界的に緊急な課題を学術的な立場から解明するという、国連大学の使命を反映す
るための企画です。今回の筆者のジェリー・ベラスケスは国連大学地球環境パートナーシッププラザ（G E I C）プログラム・
コーディネーターです。ここに記載した意見は個人的なものであり、必ずしも国連大学の見解を代表するものではありません。

（4ページにつづく）
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国連大学プログラム「水・環境・
保健に関する国際ネットワー

ク」（U N U / I N W E H）は今年で活動の
3年目を迎え、中米、アフリカ、中東
で事業を展開している。さまざまな水
資源をめぐる問題に対処するという基
本目標に沿って、一連の初期プロジェ
クトでは、国と自治体レベルでの対応、
国際水域と沿岸水域問題、淡水系生態
と海水系生態系、水量確保と水質維持
の問題などで、バランスのとれた適切
な処置がなされているかどうかに焦点
を絞っている。

同プログラムの今年の活動の重点
は、引き続き能力育成プロジェクト

（研修を含む）の開発と実施、制度的
なメカニズム、とりわけ国際協力事務
所（ICO）支援の強化に置かれている。

ラテンアメリカのプロジェクト

メキシコのシウダフアレスで始まっ
た3年計画の｢廃水中の生物固形堆積
物（バイオソリッド）管理｣プロジェ
クトは、U N U / I N W E H の初めての収
益事業で、下水に含まれるバイオソリ
ッドを肥料に転換するための、収集か
ら輸送、最終処理までを含めた、一体
化した総合的管理システムの開発を目
指している。第一段階の 1 9 9 8 年には、
基本的な社会・経済的問題と規制面や
農業との関係などの要素を踏まえた実
施計画が策定された。現在進行中の第
2段階では、基本計画をつめたうえで、
研究、技術の実証、組織的管理体制の
整備に取りかかる。

メキシコでの U N U / I N W E H の第2
のプロジェクトは「メキシコの水資源
管理の全国的体制構築」で、北米環境
教育研修センター（E E T I N A）と共同
で計画されたものである。第1段階の
事業は 1 9 9 8 年に完了し、詳細な行動
計画および地域実証プロジェクトが
1999年はじめから開始された。

「中米カリブ地域堡礁システムの持
続可能な管理」は、U N U / I N W E H が
環カリブ海地域で初めて実施する海洋
関連の研究、研修事業で、メキシコ、

ベリーズ、グアテマラ、ホンデュラス
などの沿岸地域を含み、研修や組織的
な能力育成、一般の意識向上のための
活動、海洋資源のモニタリング、応用
研究などが実施される。

「気候変差、気象変動、および有機
汚染物質の永続的循環の米州域内にお
ける相互関係」プロジェクトは、気象
変動と永続的に有害性を保つ汚染物質
との相互関係が今後、熱帯地域にどの
ような作用や影響を及ぼすかを調べる
ための、共同研究ネットワークの設立
を 米 州 グ ロ ー バ ル 変 化 研 究 所

（I A I G C R）に提案したものである。実
現すれば、U N U / I N W E H がネットワ
ーク・コーディネーターとして事業を
統轄することになる。

U N U / I N W E H の共同研究コンソー
シアムのひとつが、世銀とコロンビア
政府の財政支援を受けて、コロンビア
の水文気象環境研究所（I D E A M）を
拠点に「環境分析機関国家認証」制度
を発足させる計画がある。また、世銀
が支援する、ボリビアの鉱山環境管理
体制改善プログラムの一環として、
U N U / I N W E H と 、 汎 米 保 健 機 関

（ P A H O ） 傘 下 の 環 境 衛 生 試 験 所
（C E P E S、所在地ペルー・リマ市）が

共同で、鉱山事業が環境に及ぼす影響
（物理的影響、化学物質汚染、生態系
破壊など）の監視と評価を行う専門技
術者を育てるための研修指導員養成事
業を、カリキュラム作りを含めて実施
する。

中東のプロジェクト

U N U / I N W E H は昨年から、中東で
の新プロジェクトの開発と資金調達の
手段を拡充、整備することに力を入れ
てきたが、特定のプロジェクトのため
の資金調達および運営資金援助は、サ
ウジアラビアにある「国連開発機関の
ためのアラブ湾岸諸国プログラム」

（A G F U N D）およびアブダビの「ザイ
エド慈善財団」によって検討されてい
る。

中東での U N U / I N W E H の最初のプ

ロジェクトである「カタール、ドーハ
における地下水保全計画」は 1 9 9 9 年
始めから開始された。

一方、 U N U / I N W E H、国連開発計
画（U N D P）、ガザのイスラム大学は、
パレスチナ環境省とパレスチナ水資源
機関から委託されて、ヨルダン川西岸、
ガザ地区の緊急の水需要に対応するた
め、一連の能力育成の提案を作成した。

U N U / I N W E H ではこのほか、下記
の地域プロジェクトを今年度から実施
する。
●アラブ首長国連邦（U A E）における

3 プロジェクト（環境データベー
ス・システム、公害と海産物汚染、
脱塩水の品質分析）

●サウジアラビアの下水処理施設の排
水が河川に及ぼす影響を評価する共
同プロジェクト

●ヨルダンでの水関連の研修プログラ
ムの立案、実施、および「環境管理
研修センター」の創設

●中東全域での「環境管理情報システ
ム」ワークショップ・プログラムの
立案と実施

アフリカのプロジェクト

アフリカでの U N U / I N W E H の事業
はパイロット・プロジェクトを通じて
事業の足がかりを作り、さらに将来の
プログラムの方向を協議することを重
点としている。

西アフリカでのパイロット・プロジ
ェクト「サヘル地帯における環境的に
持続可能な水資源開発」は、都市周辺
地域で太陽熱発電による地下水ポンプ
を設置し、さらに技術、水質、保健、
経済などの問題について地域レベルの
研修を実施するものである。

東アフリカでは「ビクトリア湖の持
続可能な環境管理のための能力育成支
援」事業が実施される。ビクトリア湖
の環境管理プログラムはケニヤ、ウガ
ンダ、タンザニアによって実施されて
おり、 U N U / I N W E H はこのプログラ
ムに対して研修、研究、管理上の助言

水資源管理能力育成プロジェクトに重点
──国連大学水資源ネットワークが今年の活動計画

（3ページにつづく）
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を提供するとともに、1 9 9 9 年末に開か
れる「湖水生態系の現状」に関する国
際会議を支援する。

さらに U N U / I N W E H はカナダの国
際開発研究センターのナイロビ事務所
との協力を通じて、アフリカおよび中
東でのホテイアオイ*被害対策のため
の情報ネットワークを設けることを計
画、資金調達を進める。

研修・教育プログラム

研修・教育事業は以前から需要者側
の必要性に即したモデルを中心に進め
られ、できる限り現地の大学や研究所
と協力して、事業を開発、研修を実施

することにしている。現在実施中ある
いは計画中の主な事業は次のとおり。
●マケレレ大学（ウガンダ・カンパラ）

に対する、学術的、組織的支援。地
域の水の毒性に関する研究、教育プ
ログラムを計画、実施するため。

●カナダのウォータールー大学との
「世界主要湖沼研究国連大学講座」
の共同資金提供についての協議。

●「環境研究機関認証コンソーシアム」
（U N U / E L A C C）の設立：ペルーの
環境衛生試験所（C E P I S）、カナダ
国立水資源研究所、カナダ環境分析
試験協会、それに複数の大学の水文
化学研究所との協力事業。

●ペルーの C E P I S との提携関係の確
立。

●地球規模のUNEP/WHO GEMS/
W A T E R プログラムとの水質監視お
よび研修の提携関係に関する協議。

●カナダ水資源協会、カナダのグラン
ドリバー・ハミルトン地域保全機関

との非公式な提携。河川流域の総合
的な管理のための研修と能力育成事
業。

インターネットを通じての活動

U N U / I N W E H は今年、国連行政調
整委員会水資源小委員会における国連
大学の代表として、国連機構全体に及
ぶいくつかの水資源関連の活動に貢献
する。世界水資源開発報告書、国連水
資源データベースなどのインターネッ
トでの事業も含まれる。

UNU/INWEHのホームページ
（h t t p :// w w w . i n w e h . u n u . e d u/u n u i n w e h /）
も随時更新、拡大されている。現在、
世界地図データベース、各種の環境デ
ータベース、地理情報システム（G I S）
の技術、アプリケーションへのアクセ
ス が 提 供 さ れ て い る 。 ま た U N U /
I N W E H の水資源や環境、保健に関す
る出版物なども公開されている。

国連大学水資源ネットワークが今年の活動計画（2ページからつづく）

国連大学新技術研究所（ U N U /
I N T E C H）は昨年 1 0 月1 6、1 7 の

両日、リスボンのベレン文化センター
で、国際会議「産業構造、技術革新の
ダイナミズム、そして技術政策」を開
催した。この会議は欧州委員会の資金
援助で行われ、欧州をはじめ各地域か
ら 1 0 0 人を超える政策専門家と学者が
出席した。

会議での議題は、技術革新の「評価」
理論、産業ダイナミズムの経済学、お
よび産業組織と競争力についての体系
的検討という、三つの異なる研究の方
向をどのように統合するかが焦点とな
った。これらの異なる研究方式からは
多様なアプローチが生まれ、最近の科
学技術政策に関する論争にも大きな影
響を与えている。しかしどのアプロー
チが最も有益か、それらの間の対立を
どう解消するか、といった点について
は、共通のコンセンサスがまだ生まれ
ていない。

2日間とも午前中の総会に続き、午
後は複数の分科会が並行して開かれ
た。｢産業構造と技術革新｣、｢技術革
新の経済学｣、｢技術革新と普及の経済
学｣、｢技術市場と技術革新｣、｢技術革
新と構造的変化」などの問題を中心に
討議が行われた。両日とも午後の最後
には「技術革新の経済学」のパネル討
議が開かれ、その日の討論を締めくく
った。

会議の参加者は、新古典的および革
新的な研究の融合が三つの領域で進ん
でいること、また発展途上国における
技術革新に関する将来の研究作業のた
めの、優先すべき基本的研究課題につ
いて、全体として合意を得ることがで
きた。現在の「西欧型」のアプローチ
が発展途上国の政策指向的な研究に適
しているかどうかの問題については、
多くの参加者がそれを肯定する見方を
示したが、輸入された政策が各国独自
に生み出された政策立案能力に過大な

影響を及ぼすのはよくない、との条件
が付けられた。

U N U / I N T E C H のアンソニー・バル
ゾカス博士は総括のあいさつで、「先
進諸国での研究および方法論に関する
討議は、［途上国における］能力育成
の試みにとって有益だ。どのような方
法が関連性が深く、有効かについて取
捨選択ができるようになるからだ。そ
の目的のためには、先進国での体系的
な政策研究の成果だけを求めるのでは
なく、そのプロセスの一部である、理
論の発展と経験的な研究を理解するこ
とが大切だ」と述べた。

こ の 会 議 の プ ロ グ ラ ム は 下 記 の
U N U / I N T E C H ホームページに掲載さ
れている。また会議の論文（アクロバ
ット p d f ファイル）もダウンロードで
きる。

（h t t p : / / w w w . i n t e c h . u n u . e d u / c a l e n d a r /
event/lisbon98/161098-2.htm）

先進国の研究プロセスを途上国に活かす
──世界の専門家が技術政策研究について討議

*訳注：ホテイアオイ
熱帯、亜熱帯アメリカ原産の、ミズアオ

イ科の浮遊性多年生水草。繁殖力が極めて
旺盛で、短期間で群落状になる。現在では、
世界各地の熱帯、亜熱帯に野性化し、静水
域で大群落をなすことが多い。日本でも九
州の温暖地に野性化している。）
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貿易機関における貿易外の問題の検討

ガット（関税貿易一般協定）は1 9 7 1
年に環境措置と国際貿易に関するグル
ープを設置して、環境問題を貿易に関
連する問題として検討を始めた。しか
し各国の貿易関係閣僚が、環境と持続
可能な開発の問題を W T O の範ちゅう
とする決定を下し、貿易環境委員会を
設置したのは、それから 2 0 年後の、貿
易協定ウルグアイ・ラウンドが終わる
時であった。

1992年、国連環境開発会議（UNCED）
の後、ガットは経済成長と持続可能な
開発という目標を支持することが、そ
の重要な役割の一つであることを認め
たが、同時に U N C E D は、アジェンダ
2 1 が提起した環境問題に対処するには
力不足であることも認めている。その
ため、1 9 9 4 年マラケシュでの閣僚会議
で、W T O 貿易環境委員会が設置され、
その後は環境アジェンダに関する他の
関係機関との協力関係を密にして、貿
易と環境の両コミュニティ間の対立を
抑制し、理解促進に努めている。

各種のアジェンダの間には明らかに
重複が見られるが、各種の貿易協定と
環境協定がどの程度まで関連している
かは、まだ明らかではない。またさま
ざまな国際機関が取り組むべき問題を
機能的にどう分離あるいは組み合わせ
るかも明確になっていない。

ガットはルールにもとづく制度であり、
効果的な紛争解決のメカニズムだが、
市場の失敗に対応するためではなく、
政府の失敗を処理するために設立され
た機関である。それを理解することが、
ガットをめぐる謎を解くカギになる。
協調的な貿易政策は、各国政府の政策
を改善し、調和させることによって、
全体的な状況を改善するために編み出
された。これまでの1 0 年に、ガットの
機能を貿易外の問題まで包括するよう
に拡大するための措置が開始された。
各国の政府が社会的、経済的、環境的
条件の管理に失敗したため、貿易問題
と同じような文脈で問題が検討されて
きたのである。

貿易、環境問題の論議に開発問題が
加わってきたことも、その一例である。

W T O 内では、開発の問題が取り上げ
られ、貿易と環境の問題の一部が処理
されるようになったかにみえる。しか
し地域の持続可能な開発に介入する裁
定が登場したため、一部の途上国は
W T O がこの領域に手を出すことに疑
問を抱くようになっている。

また、W T O は持続可能な開発を
──労働問題や人間の健康の問題と同
様に──取り上げるべきかどうか、と
いう基本的な問題もある。しかし、あ
る問題について国際機関による「幅広
い」対応が見られない場合には、貿易
機関が乗り出してくるのはよくある構
図である。そのために貿易外の問題が、
貿易に関連する手段（貿易制裁を加え
る能力など）を利用しようとする勢力
によって、無理に貿易の枠内に引込ま
れることになる。このようにして、W T O
はガットより幅広い委任事項（知的所
有権法の場合と同様に）を持ち、権限
も強くなってきた。

しかし、W T O の役割が重要であっ
ても、貿易外の問題はその権限の外に
置くべきである。それよりも、この種
の問題を扱うのにふさわしい国際機関
の力を強化しなければならない。たと
えば、W T O に似た紛争解決のメカニ
ズムを持った機関を設けることもでき
る。他の国際機関が貿易外の問題を効
果的に処理できなければ、問題を W T O
に持ち込もうとする圧力が強くなるば
かりである。

こうした問題のすべてを W T O だけ
で処理することはできない。最善の解
決策は、妥当な権限を持つ他の機関に
各種の問題の貿易外の側面を検討さ
せ、それらの機関と W T O とが協力し
て、解決への一貫したアプローチを見
出すことである。バナナ問題は紛争が
貿易だけの問題として処理された最近
の例である。紛争の中の開発に関連す
る問題は、国連開発計画（U N D P）など
の機関が処理するのが妥当であった
が、そうした配慮は見られなかった。

W T O は貿易問題以外の懸念事項に
も配慮する一方で、引き続き保護貿易
政策論を払拭することにも焦点を当て
ていく必要がある。他の国際機関は、

W T O と調整をはかり、関連問題に対
処しなければならない。

南北の対立を緩和する

貿易と環境の問題が複雑化する一因
は、それらの政策に対する南と北の姿
勢が違い、相互に不信感を持っている
ことにある。

先進国は貿易の自由化から大きな恩
恵を受けるが、途上国もかなりの利益
にあずかる可能性がある。発展の段階
が異なる国は受ける恩恵の程度も違う
ものだが、W T O システムを成長、発展
させるには、南北両世界のすべての
国々の参加が必要である。

途上国は製品に対して付加価値だけ
でなく、さらに多くのサービスも付加
していかなければならない。途上国が
このような可能性を実現するには、関
税や競争力などのメリットを考えなけ
ればならない。将来の W T Oラウンドで
は、成果に希望が持てるかもしれない。

さらに大切なことは、途上国が自分
たちの立場の強化に利用できる、W T O
の手段、ルール、権利などをよく理解
することである。この目的を達成する
ためには、1）途上国における理解向上
のため、法律家のグループを設立する、
2）W T O 内での能力を高める、という
二つのことが提案されている。後者の
提案は最も有望のように思われるが、
W T O の役割は公平なものであるべきだ
とする諸国の強い反対に遭遇している。

さらに途上国は、W T O を強化する
ことが、自分たちの最善の利益である
ことを認めなければならない。W T O
のようなルールや紛争解決の制度がな
ければ、決定権は強国の手に入ってし
まうだろう。

しかし、W T O の開放性、正統性など
についても信頼感がなければならな
い。紛争の解決は「公平」で公正であ
るとみなされるべきである。そのため
には、非政府機関（N G O）やメディア
が決定に立会えるようにすることが望
ましい。会議が公開されれば、腐敗し
たプロセスや取引に歯止めがかかるか
らである。また交渉に先立って、なん
らかの環境影響評価を行うことも、交

視視　　　　　　点点（1ページからつづく）
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渉の担当者に貿易外の問題について認
識を深めさせる効果があるだろう。

ミレニアム貿易ラウンドにおける貿易

と環境

W T O のシアトル閣僚会議が近づい
た今、1）W T O のルール、2）W T O の手
続き、3）環境問題に関する規定との重
複、という三つの道がみえている。

環境上の立場からみた重要な障害の
一つは、「必要な」政策がとかく W T O
ルールにとって「最も負担の少ない」
オプションになる傾向があることだ。
すべての者が同じ基準を順守しなけれ
ばならない、という条件は、必ずしも
すべての国に利益をもたらさない。し
かし、現在のガットのルールは、ある
国の製造工程（P P M）が別の国の環境
に悪影響を及ぼす可能性があるという
ことを認めていない。例えば、他国で
特定フロン（C F C）で処理された（モ
ントリオール議定書に反して）ある製
品が、自分の国に入荷するのを阻止で
きない、といったことがある。阻止し
ようとすれば、それは P P M について
判断を下すことになるからである。

W T O はこれまで、その「類似製品」
についての解釈は簡単だと主張してき
た。同じ品質と組成の二つの製品が国
境を越えて入ってくれば、それらは

「類似製品」だというのである。それら
の製品の製法には関係がない。しかし、
国境を越えた、または国際的な環境問
題を考える場合に、P P M を議論しない
というのは困難である。しかしこのよ
うな P P M は製品ではなく機能である
べきであり、できるだけ幅広いもので
なければならない。

ミレニアムラウンドの一部で補助金
が問題になる可能性がある。これは貿
易と環境の問題（例えば農業）の関連
性を検討する機会になるかもしれな
い。漁業補助金が生産力を超えた、過
剰な漁獲を許しているように、多くの
補助金が環境に悪い影響を与えてい
る。一部の補助金を多国間で削減また
は廃止すれば、各国の経済的効率をか
えって高めることになるだろう。漁業
資源が増え、漁獲高、ひいては所得も

増える可能性がある。この場合、補助
金の削減は経済的に意味があるだけで
なく、環境的にも有意義なのである。

実質的な意味は少ないのに政治的な
動機から出されている非効率的な補助
金こそ、主な目標にしなければならな
い。環境の改善が経済、貿易の発展を
助けるような例もある。環境について
の強力な国際的制度ができれば、また
国際環境機関の間で活動の調整ができ
るようになれば（環境活動の合理化、
貿易活動と一貫性を持たせる）、貿易
政策を環境にとっても有意義なものに
することができるだろう。

来るべき貿易交渉におけるもう一つ
の重要な問題は、第 X X 条を確定する
──またはそれを除外することであ
る。これは「必要な」部分を解釈し直
して、「技術的および科学的に適切か
つ均衡の取れた環境目標」と読むこと
である。

ここから手続き上の問題が生まれ
る。南の能力（または能力の欠如）は
大きな問題であった。それでも能力の
違いにかかわらず、ヒアリングにおけ
る文書の配布および意見の表明を開放
的で透明なものにするなど、代表性や
公正さを確保する方法はいろいろあ
る。会議やヒアリングに代表を送るこ

とができない国もあるが、これもイン
ターネットなどの最新の通信手段で克
服できる。

WTOのための環境影響評価？

熱心な「自由貿易主義者」でさえも、
環境や資源問題に対処する必要性を認
めている。3月に開かれた貿易と環境
に関する W T O ハイレベル会合では、
途上国から、新しいラウンドを開始す
る前に、前回の貿易交渉ラウンドの環
境に対する影響を評価すべきだとの、
強い要望が出された。新ラウンドのた
めに環境影響評価（E I A）を行えという
提案は、南にとって十分なものではな
かった。どのメカニズムがよいかを決
めるためには、能力の不均衡が最重要
な問題だと南は主張した。

貿易ラウンドに E I A が行われるとし
たら、いくつかの問題が生じるだろう。
それは多国間で行うのか、国単位です
るのか。グローバルな資源を誰が評価
するのか。評価するのは独立機関か、
政府機関か。アプローチは過去をふり
返るのか、将来を予測するものなのか。

それに対する回答は、過去について
も将来についても、評価を科学的に行
うということであろう。

W T O は強力なルールに基づいた制
度と効果的な紛争解決メカニズムを
持ち、制度的な仕組みとしてはほとん
どの環境団体よりすぐれている。その
ことは、貿易とも関係がある最も広汎
な環境問題の場合には、W T O に持ち
込むのがよいということを意味する。

環境問題を W T O に持ち込むより
（W T Oはそれを処理する専門知識を欠
いている）、新しい国際機関を設ける
べきだという専門家もいる。たとえば、
W T O のレナート・ルジェロ事務局長
は、貿易と環境に関する W T O ハイレ
ベル会合で、世界環境機関（G E O）の
創設を提案している。

W T O と G E O の役割と相互関係は、
発足当初では特に規定された技術的
および科学的問題にもとづくことがで

きるだろう（W T O が I M F に金融など
についての技術的問題について助言
を求めているように）。

この G E O の構造は既存の国連およ
び専門機関と異ならず、それぞれの役
割の調整を心がけることになるだろう。
G E Oについての一つの考え方は、それ
を3層の組織とすることである。中心
には U N E P、W M O が合併して、国連
の環境問題についての全体的な監視
機関となる。その外側の層はすべての
M E A 事務局からなり、それは共通の
法規順守および紛争解決メカニズム
を共有する。それらは決定において自
主性を維持しながら、総合的に管理さ
れる。最も外側には環境活動を行うす
べての国連機関、その部門が含まれる。

GEO（世界環境機関）を作る
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「新しいビジョンを求めて／持続
可能な発展のための伝統工

芸」と題する国際会議が昨年 1 1 月 2 7、
2 8 の両日、金沢市で開かれた。この会
議は石川県、金沢市、国連大学の共同
事業である、いしかわ国際協力研究機
構（I I C R C）が、国連大学高等研究所

（U N U / I A S）と共催したもので、1 9 9 7
年 1 1 月のシンポジウムで発表された

「伝統工芸と環境に関する金沢アピー
ル」に盛られた多様な着想や提案を具
体化することが目的であった。

I I C R C 所長のラトナ・ラナ博士は開
会の辞で「この会議がわれわれのビジ
ョンを明確にし、さらに重点的に発展
させて行くことを期待する」と述べた。
会議には各国の工芸団体、企業、自治
体、学界の代表者が出席、環境的に持
続可能な発展に貢献する手段としての
伝統工芸の育成について、さまざまな
問題を討議した。

「将来に向けて」と題する基調報告
では、寺前秀一国土庁長官官房審議官
に 続 き 、 タ ル シ シ オ ・ デ ラ セ ン タ
U N U / I A S 所長が「伝統工芸の知識を
教育を通じて若い世代に伝えて行くこ
とが重要だ」と訴え、またデサマニ
ャ・シヴァ・オベイスカヤ世界工芸協
議会アジア地域会長は「現代の工芸家
を救うためには、その工芸の重要さを
認識し、作品に公正な価格を支払って、
その工芸家としての身分を維持すべき
だ」と提言した。

会議はその後、五つのセッションに
分かれ、「持続可能な発展と生活の質」、

「経験の交流と視点の構築」、「ニーズ
への対応／社会的力の動員」などのテ
ーマについての論文が提出され、討議
が進められた。羅福全 U N U / I A S 副所
長は「持続可能な発展の枠組み」と題
して U N U / I A S のアプローチについて
発表、持続可能な社会の実現のために
は「ゼロ・エミッション」社会に向け
た努力が必要だと説いた。

また、英 中国工芸美術協会常務理
事、A . K . P .モクタン・アジア生産性機
構国際事務局広報企画官、ゼナイダ・

キスモリオ・フィ
リピン地域工芸協
会副部長らは、各
国における伝統工
芸の現状と課題に
つ い て 報 告 し た 。
乾由明金沢美術工
芸大学学長ら地元
の研究者、工芸家
からも、持続可能
な発展と関連する
伝統工芸の将来の
方向について、積
極的な発言があっ
た。

最後にデラセンタ所長から「行動の
ためのアジェンダ」が提出された。同
氏は作家／職人、政府、教育機関、経

済界、国際機関の五つのパートナーの
連合体を形成し、会議で提案された目
標や課題を追求すべきだと訴えた。

複雑な人道的非常事態（C o m p l e x
Humanitarian Emergencies ＝

C H E）は過去 2 0 年間に、全世界で多
くの死者や深刻な被害をもたらしてい
る。しかしコソボ、ボスニア、ルワン
ダ、アンゴラなどでの最近の悲劇は、
世界の人々に多くの犠牲者を生んだ事
実を知らせたが、国際社会はまだそう
した危機を防止する、効果的な対策を
生み出すに至っていない。

国 連 大 学 世 界 開 発 経 済 研 究 所
（U N U / W I D E R）は今年3月、政策要

綱「複雑な人道的非常事態防止のため
の社会･経済政策：経験からの教訓」
を発表した。この政策要綱は、U N U /
W I D E R とオックスフォード大学が実
施した、2年計画の学際的研究プロジ
ェ ク ト 「 緊 急 事 態 頻 発 の 世 紀 末 1 0
年：原因、範囲、予見可能性と対応」
の結果をまとめたものである。要綱は
約 4 0 ページの小冊子に十数カ国のケ

ーススタディを収め、C H Eの重要な問
題点を取り上げている。

政策要綱の発表に続いて、ニューヨ
ークでは一連のイベントが3月 2 2、2 3
の 両 日 、 国 連 大 学 北 米 事 務 所

（U N U O N A）の支援で行われた。記者
説明会、 U N クロニクルによるテレ
ビ・インタビュー、各国代表団や国連
事務局への公開説明会などが催され
た。

人道的な非常事態と呼ばれる危機は
規模が大きく、しかも変化が激しい。
関係する国も多く、状況は多様である。
これらの危機は今も進行中で、今後も
再発する可能性が高く、また多くの犠
牲者をともなうため、現在の知識に基
づいて即時に行動に移す必要がある。
U N U / W I D E Rの政策要綱は研究の成果
を示すとともに、こうした国際社会へ
の強い訴えが盛り込まれている。

「複雑な人道的非常事態」政策を発表
──国連大学世界開発経済研究所が新たな試み

（左から）ラトナ・ラナ いしかわ国際協力研究機構所長、Ｔ・デラセン
タ国連大学高等研究所所長、羅福全同副所長

持続可能な発展のための新たな役割
──伝統工芸の今後の方向を求めた金沢会議



7

39 人の学生が世界各地から参加
──国連大学国際講座、パイロット講座の成功

国連大学が今年から開設した、国連大学国際講座のパイ
ロット段階講座が2月1日から3月 1 2 日まで、東京渋

谷の国連大学本部で実施された。この講座は4科目6週間の
課程からなり、国連諸機関、各国外交官、その他の国際機関
などに就職を希望する、日本および海外の大学院生、社会人
を対象とするユニークな講座で、講義はすべて英語で行われ
る。今回は世界各地から 3 9 人の学生が参加した（アジア太
平洋地域 2 0 人、アフリカ8人、北米・南米7人、欧州・中東
4人）。

学生のうちの3分の2（26人）は2科目を、3分の1（13人）
は1科目を履修した。講師はそれぞれの科目の専門家で、1
科目に 1 2 人から 1 9 人の学生が参加した。今回の講座では次
の4つの科目が提供された。

●国連システム―機構と活動：参加19人
●環境と持続可能な開発：参加17人
●人権―理念と問題：参加12人
●国際貿易と問題処理：参加17人

各科目は1週間に3回の 9 0 分講義からな
り、学生は各科目で約 5 , 0 0 0 語のレポートの
提出を求められる。

各科目は国連大学学術部門の専門家、国
連機関職員、各国の大学教授など、豊富な
スタッフが担当した。今回の講座の 2 7人の
教授陣には、横田洋三東大法学部教授、米
国国立大気研究センターのマイケル・グラ
ンツ博士、デービッド・フォーサイス米ネ
ブラスカ大学政治学教授、世界貿易機関

（W T O）の元貿易環境部長ゲイリー・サン
プソン博士なども加わっている。

この国際講座は、国連大学憲章第1条7項
の「国際的あるいは国内的な技術援助プロ
グラムに従事しようとする人々を対象とし

た研修を、とくに対処すべき問題への学際的アプローチに関
して」実施するための、国連大学による新しいイニシアチブ
である。

ファン・ヒンケル国連大学学長は2月1日の開講式で「明
確にグローバルな視点に立って、理論と実践を併合して活動
していくことは、国連大学の事業にとって不可欠である」と
し、さらに「この講座はすでに学士号を持ち、将来の高度な
研修のための基礎的な知識を持つ人々を特に対象としたもの
だ」と述べた。

講座を終了した学生は3月 1 2 日の修了式で修了証書を授与
され、各科目から選ばれた学生が講座の成果についてプレゼ
ンテーションを行った。国連大学国際講座を統括する佐藤英
夫国連大学学長上級顧問は「この講座は国連大学の研修・能
力育成活動の中核的な事業の一つであり、パイロット講座が
毎年定期的に開設される講座への第一歩となることを期待し
ている」と語った。

国連大学国際講座受講生と講師陣および国連大学スタッフ

国連大学学長から修了証書を授与される受講生
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19
9 2 年6月にリオデジャネイロ
で開かれた国連環境開発会議

以来、「持続可能な開発」という概念
は、世界の緊急な課題の中で重要な地
位を占めるようになった。この考え方
は将来の世代のニーズを妨げることな
く、現在の世代のニーズを満たそうと
する思想である。この概念の範囲を明
確にし、それを構成する複雑で相互依
存関係の深い諸問題を討議するため、
国連大学高等研究所（U N U / I A S）と
財 団 法 人 地 球 環境 戦 略 研 究 機 関

（I G E S）は環境庁の後援で、2月 2 3、
2 4 の両日、国連大学本部で第2回「地
球システムの持続可能な未来」と題し
て国際会議を開催した。

この会議では、気候変動、排出権取
引、持続可能な生産および消費、エネ
ルギー、食糧の供給確保、天然資源の
枯渇、農地や森林の劣化など、多様な
学術分野の問題が討議された。

気 候 変 動 に 関 す る 政 府 間 パ ネ ル
（I P C C）議長のロバート・ワトソン博
士が、第4回気候変動枠組み条約締約
国会議（ C O P 4）で提起された重要な
問題と、それが地球システムに及ぼす
影響について、基調講演を行った。同
博士は約 4 0 0 人の出席者に向かって、
気候変動の問題はそれを地球的環境と
持続可能な開発の幅広い視点から全体
的に見ると同時に、地域が関心を持つ
諸問題との関連で考えるべきだと訴え
た。

各国の大学、研究所、国際機関から
の 4 0 人を超える専門家が講演、パネ
ル 討 議 に 参 加 し た 。 国 連 開 発 計 画

（U N D P）、国連食糧農業機関（F A O）
など国連諸機関からも代表者が参加し
た。

2日間にわたる七つの分科会では、
（1）C O P 4 後の主要課題、（2）エネルギ

ー、天然資源管理から生産や消費に至
る持続可能な開発に関連するセクター
別の問題、（3）中国および途上国にお
ける持続可能な開発の諸要素、一般的
にそれに基づいた政策的枠組み、など
に重点が置かれた。

第3のテーマについて、U N U / I A Sは
そのプロジェクト「持続可能な開発の
枠組み：中国の事例」について報告、
注目すべき寄与を行った。世界の将来
の人口の 8 5 ％は途上国が占めると見
られていることから、途上国が人口の
急増に備えて経済発展を目指す場合、
環境を悪化させ、天然資源を枯渇させ
ずに、その目標を達成することが至上
の命題になっている。同研究所はこの
目的のために、持続可能な開発の道程
における政策分析と戦略計画立案のた
め、中国における持続可能な開発の総
合的枠組みを開発するプロジェクトを

開始したのである。
羅福全 U N U / I A S 副所長が担当する

このプロジェクトは、I A Sの研究者が
中国の研究機関や学者とネットワーク
を組んで進められている。今回の国際
会議の第3分科会でも、I A S および中
国の研究機関が初年度の成果をまとめ
た報告書を提出した。中国の事例は持
続可能な開発の枠組みの出発点であ
り、将来はインドネシア、インドなど
規模の大きい途上国についての研究も
期待されている。

「地球システムの持続可能な未来」を考える
──国連大学高等研究所が国際会議

グラハム博士が新ディレクターに就任
──国連大学国際リーダーシップ・アカデミー

国連大学のハンス・ファン・ヒン
ケル学長は3月はじめ、国連大

学国際リーダーシップ・アカデミー
（U N U / I L A）の新ディレクターに、ニ
ュージーランド出身の国際政治学者、
ケネディ・グラハム博士の任命を発表
した。

1 6 0 人余の応募者の中から選考され
たグラハム博士は、1 9 7 2 年から 8 8 年
までニュージーランド外務省に勤務、
1 9 8 9 年から 9 5 年までは「グローバ
ル・アクションのための議員連盟」事
務局長を務めた。博士は最近では、ス
トックホルムの「民主主義および選挙
支援国際研究所」（I D E A）の計画調整
部長の職にあった。

グラハム博士はニュージーランドの
オークランド大学、ビクトリア大学

（ウェリントン）、および米国ボストン
のフレッチャー・スクール・オブ・ロ
ー・アンド・ディプロマシーから学位
を得ている。同博士は国際安全保障問
題や民主主義について多くの著書、論
文を出している。

同アカデミーはヨルダンの首都アン
マンに置かれ、現代の緊急な地球的課
題について、将来のリーダーを目指す

受講生を現在のリーダーとの直接の対
話、セミナー、グループ研修活動など
を通じて教育することを目的としてい
る。7月 2 8 日から8月 3 1 日まで実施さ
れる第3回国際リーダーシップ･プロ
グラムでは「紛争解決と平和維持にお
けるリーダーシップ」をテーマに研究
する。昨年のプログラムには 4 5 カ国
から60人が参加した。

ケネディ・グラハム UNU/ILAディレクター
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1 9 9 8 年の重要な事件は何だったと

思うか。

ヨギンダー・アラフ：南アジアでの昨
年の重要な動きは、東アジアの経済危
機が一時的な逸脱ではなく、長期的な
影響を持つものだと見通しがついたこ
とだ。しかし昨年9月、1 0 月ごろの時
点では、南アジア諸国はそれを十分に
認識していなかった。

第二の重要なポイントは、インドの
現政府が核実験を行ったことだ。イン
ドは安全保障政策の原則として、核実
験を行う能力を維持するが、実際には
行わない方針だった。これまでの歴代
政府はその原則を維持してきたが、現
政府は核実験に踏み切った。

ラメシュ・タクール：経済の面からい
えば、昨年の重要な動きは金融危機が
深刻で広範囲に及び、しかも続いてい
ることだ。その影響は各国の国内はも
とより、地域全体さらに世界全域に及
び、多国籍企業もその波を免れていな
い。I M F が危機の最初の段階で対応を
誤ったとの意見が、幅広く見られる。
I M F の姉妹機関である世界銀行さえ
も、暗に I M F を批判しているのは、
I M F の措置に対する不満が根深いこと
を物語っている。

また、国際機関などが危機を解決す

る 力 に は 限 度 が あ
る。タイで危機が発
生 し た 当 初 の 数 ヵ
月、タイ以外の地域
は危機とは無縁か、
影響を回避できると
の 見 方 が 多 か っ た
が、それも誤りだっ
たことが分かった。

1 9 9 9 年の大きな問
題は、今回の危機が
中国にどう及ぶのか、中国はその影響
から逃れることができるのか、にある。

安全保障の領域では、インド、パキ
スタンの核実験が、この問題はすでに
解決済みで、歴史の一部になったと考
えていた人々に大きな衝撃を与えた。

さらに 9 8 年末には
朝鮮人民民主主義共
和国をめぐって、同
じように未解決で不
安定な状況が発生し
た。それがミサイル
であれ、ロケットで
あれ、日本の領土を
越えて発射された場
合、世界的な反響を
呼ぶ。日本にとって

基本的な、長期的な問題が提起された
わけだ。

クリントン米大統領の中国への訪問
も重要だった。中国との関係の変化が
もたらす長期の基本的な影響について
は、まだ何も回答が出ていない。台湾、
日本、インドはことに大きな影響を受
ける。われわれは 9 8 年を迎えた時と
同様に、不確実性の中で 9 9 年を迎え
るのだ。

ジョバンニ・アンドレア・コルニア：

2年前まで、世界は「高潔な」国々、

つまり先進諸国と、そうではない貧困
な国々とに分かれていた。だが、アジ
アの金融危機によって、危機は世界の
特定の地域の犯人が引き起こしたとい
うよりも、体系的なものであるという
事実が明らかになった。

過去1年半の危機はアジアの神話の
終焉を告げるものだという人もいる
が、それは誤りだ。問題があれば取り
上げるべきで、問題はつねに存在する。
しかし、危機が終わり、各国の経済が
回復すれば、過去よりも強靭な経済が
生まれるだろう。

第三の教訓──これには反論が出る
だろうが──は、アジアの二大国であ
る中国とインドが影響を受けなかった
ことだ。相対的に見て、両国の役割は
さらに重要さを増している。政策上の
教訓については多くの議論があるだろ
う。しかし、世界の主流とは異なった
政策を取っている諸国が、繁栄を続け
ていることに目を向けるべきだろう。

ウィチット・スリザ・アン：東南アジ
ア諸国の主な関心は経済危機で、それ
から政治的危機や社会的問題が生じた
国もある。東南アジア諸国では失業が
特に深刻な問題の一つになっている。
危機から得られた教訓は経済、政治、
社会制度の改善をもたらすだろう。

アジア的手段によるアジア再構築──国連大学幹部がインタビューで語る

英字紙ジャパンタイムズは今年元旦の紙面で、国連大学の幹部4氏とのインタビューを掲載した。この取材は昨年暮に東京
で開かれた第 4 5 回国連大学理事会を機に同紙のブラッド・グロッサーマン記者が行ったもので、アジアの今後を多角的に考察
した内容となっている。

インタビューを受けたのは国連大学理事のヨギンダー・K・アラフ（インド上院議員、前国務相）とウィチット・スリザ・
アン（タイのスラナリー工科大学学長）の両氏と、ラメシュ・タクール国連大学副学長（平和およびガバナンス担当）、ジョバ
ンニ・アンドレア・コルニア国連大学世界開発経済研究所所長の4人。

ここで表明された意見は個人の立場によるもので、国連大学を代表したものではない。

R・タクール国連大学副学長 G・A・コルニアUNU/WIDER所長

Y・アラフ国連大学理事 W・スリザ・アン国連大学理事

（11ページにつづく）
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国連大学は 1 9 9 6 年
か ら 3 年 計画 で

「東アジア地域の環境監
視と分析：技術移転と
環境管理」プロジェク
ト を 実 施 し て き た が 、
このプロジェクトを総
括 する シ ン ポジ ウ ム

「東アジア地域における
環境ホルモン等による
汚染問題」を2月9、 1 0
の両日、株式会社 島津
製作所と国際環境分析
化学協会（ I A E A C）の
協力の下に、東京渋谷
の国連大学本部で開催
した。

環境ホルモン（外因
性内分泌撹乱化学物質、
E D C）とは、人間や動
物の成長、生殖、新陳
代 謝 な ど を 規 制 す る 、
ホルモンの正常な機能を阻害するおそ
れのある、さまざまな化学物質をいう。
これらの汚染物質の中には、構造的に
自然中の劣化に対する抵抗力が強いも
のがあり、長期間にわたって環境中に
存在し、累積するため、その影響が懸
念されている。これまでの研究による
と、東アジアの沿岸地帯に住む多数の
動物種の中には、E D C との接触で悪
影響を受けている種があるとされてい
る。

2月9日（火）のシンポジウムは午
前9時半から午後5時半まで行われ、
一般に無料で公開された。2 0 名余の報
道関係者を含む 3 0 0 人が出席、｢東ア
ジアにおける環境問題｣、｢東アジアに
おける環境管理｣および「環境ホルモ
ンと環境」の三つの技術分科会を含む、
幅広い討議に耳を傾けた。第2日の 1 0
日（水）には｢沿岸地域水圏に関連す
る重要課題｣と「将来の方向に関する
討議」を重点とした、専門家による討
議が進められた。

開会の辞を述べたファン・ヒンケル
国連大学学長は「環境ホルモンとよば
れる汚染物質は、子供たちの将来と
我々を取り巻く生態系にとって極めて

重要であり、（汚染物質）の作用、そ
れがわれわれに影響を及ぼす経路に関
する知識は不可欠だ」と語った。

基 調 講 演 者 の 経 済 協 力 開 発 機 構
（O E C D）環境局のハーマン・クータ
ー博士は、「環境ホルモン： O E C D 諸
国における地球規模の研究と政策課
題」と題して講演した。国連大学、国
連環境計画（U N E P）、O E C D、日本の

環境庁、国立資源環境研究所、各大学、
米国環境保護庁（E P A）、米国海洋大
気圏局（N O A A）、化学産業技術研究
所（C I I T）、カリフォルニア大学デー
ビス校、国際環境分析化学協会等の専
門家からの 2 0 編の論文が提出され、
最後に「将来の研究方向に関する提案」
のパネル討議が行われた。

国連大学中南米バイオ技術プログ
ラム（ U N U / B I O L A C）は 1 9 8 8

年から、各地の地域研究機関での高度
研修コース、さらに研究所間の研究員
の交流、協力プロジェクトの促進、関
係研究ネットワークによるワークショ
ップなどを通じて、数百人の若い研究
者の育成に協力してきた。

今年前半には下記の研修コースが実
施される。

●分子生物工学上級コース、カラカス
（ベネズエラ）3月6－14日

●第4回国際植物ゲノムの分析と操作
コース、グアナフアト（メキシコ）
3月8－19日

● 個 人 お よ び 父 系 の 識 別 の た め の
D N A（デオキシリボ核酸）の利用、
サンチアゴ（チリ）5月1－20日

●マイコバクテリウムの分子遺伝学の
ための高度技術、カラカス（ベネズ
エラ）5月3－15日

●環境生物工学：新しいプロセスと応
用、クエルナバーカおよびモレロス

（メキシコ）6月21日－7月2日

水圏の動物種などへの影響を検討
──東アジア環境ホルモン汚染シンポジウム開催

（左から）マイケル・フライ教授（カリフォルニア大学デービス校）、ハーマン・クーター博士（OECD環境局）

分子生物工学、植物ゲノムのコースを実施
──国連大学中南米バイオ技術プログラムの計画



国連大学世界開発経済研究所は、
研究プロジェクトの選定をこれ

までの研究テーマとの関連性、研究の
独創性などに基づいて行っている。最
近では、金融危機の国境を超えた伝播
の問題と、グローバルな経済的統合と
いう二つの研究プロジェクトが登場し
ている。

金融危機の伝播

今日の高度にグローバルな金融資本市
場では、金融危機が国から国へ急速に拡
大する傾向がある。このプロジェクトは

「金融危機の伝播：その拡大と防止策」
と題され、最近の東アジアの金融危機が
同地域の諸国、さらにはロシアやラテン

アメリカにまで拡大した事例を契機に取
り上げられたものである。

プロジェクトの目的は、金融危機が
各国に拡大して行く条件やメカニズム
を明らかにし、それが経済の生産面に
及ぼす影響を解明することにある。プ
ロジェクトの目標としては、生産や雇
用の脆弱性を軽減できる政策や、グロ
ーバルなレベルでの措置の研究や開発
が挙げられる。

経済的統合

グローバル化のプロセスから得られ
る経済的恩恵は、途上世界では国によ
る差が非常に大きく、東アジア諸国や
ラテンアメリカの経済大国は大きな恩

恵を受けているようにみえる。多くの
途上国は世界経済の国際化の進展に加
わることができずにいるが、かといっ
て、今日のグローバル化した経済シス
テムに背を向けることも有益な政策と
はいえない。

プロジェクト「グローバル化と脆弱
な小規模経済の統合に対する障害」は、
途上国を世界経済にうまく統合するこ
とに対する障害を特定し、分析するこ
とを目的としている。これらの障害に
は多くの途上国に見られる国内的な制
約、当事国の手が届かない外部的な要
素などがある。プロジェクトの目的は
既存の問題や制約を改善できる政策を
分析し、解明することにある。

「金融危機の伝播」と「経済統合」を中心に
──国連大学世界開発経済研究所が研究方針

タクール： アジアを襲った危機は後
に、アジア地域にとって決定的な事態
であったと位置づけられるだろう。そ
れは世界にとっての大恐慌と同じよう
な意味をもっている。同時に危機はも
う一つ、市民社会的な要素が地域全体
に育っていたことを明らかにした。そ
こに回復とその後の安定と再生の希望
がある。

政治と経済の関係も問い直されてい
る。今回の危機は基本的にいって、経
済危機というより統治の問題だったか
らだ。

アラフ：私は 1 9 9 8 年を破滅的な年だ
ったとは思わない。アジアの都市、ア
ジアの経済はこうした問題に対処する
だけの内的な力と弾性を持っている。

コルニア：大恐慌はケインズ経済学、
ニューディールの社会保障制度、その
他多くのメカニズムを生んだ。危機が
タイや韓国で特に深刻だったのは、欧
州のような雇用を支え、公的な支援を
与える制度が欠けていたからだ。タイ
や韓国の経済は着実な成長を続け、完
全雇用に近かったため、こうした種類
の衝撃を吸収する装置を備えていなか
った。危機によって両国はこうした制
度を設け、金融部門での整理を進めね

ばならなくなった。
今回の経済危機は大恐慌に比べてず

っと程度は軽いと思うが、危機の後に
は以前より強靭なシステムが生まれて
いる。インドネシアやその他の、政治
的な問題があり、社会的なコンセンサ
スを欠いているいくつかの国を除け
ば、アジア経済は制度面から見て、過
去よりも足腰が強くなったと思う。

アジア経済危機は国際協力や地域関係

にどのような影響を及ぼしているだろ

うか。

コルニア：大きな問題はタイのような
中規模の中進国の破綻が世界経済全体
を破壊しかけたことだ。我々はある国
の危機がどのように他の多くの国に影
響するかということを、十分に理解し
ていなかった。各国が揃いも揃って政
策上の失敗を見せたのは、誉められた
話ではない。標準的な経済理論では理
解できない伝播現象が起きたようにみ
える。我々は今後こうした問題に取り
組まなければならない。

アラフ：高度成長は貿易の伸びにかか
っている。貿易は地域間の協力が育た
なければ伸びていかない。アジア地域
内の貿易はかなりの規模を持ってい

る。今回の危機によって地域全体に影
響が及んでいる。

地域内の各国の関係に対する政治的影

響をどうみるか。

アラフ：経済の面からみると、少なく
とも南アジアではいわゆる政治的経
済、つまり各国の経済協力関係には悪
化は見られない。実際に、今ではかえ
って多くの地域協力計画が検討されて
いる。

コルニア：そうした面で協力関係に影
響が及ぶかどうかは、社会的、政治的、
経済的なコストがどう配分されるかに
よるだろう。国内的にみると、最も打
撃を受けたのは外国からの移民労働者
だ。苦痛を分かち合うメカニズムはま
だできていない。そのため過剰な労働
力を抱える諸国は、自分の国の労働者
が海外から不愉快な方法で送り返され
るのを座視しなければならない。各国
間の関係は当然、うまくいかなくなる。

結局のところ、地域内の政治的経済
関係が全体に悪化するかどうか、それ
とも新しい形態の統合が進むのか、私
にはよくわからない。
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アジア的手段によるアジア再構築（9ページからつづく）
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国連大学はかながわ学術研究交流
財団と共同で、9月6日（月）か

ら 1 0日（金）まで神奈川県三浦郡葉山
町の湘南国際村センターで、第 1 5 回国
連大学グローバル・セミナー湘南セッ
ション「グローバリゼーションと人間
開発──貧困撲滅に向けて」を開催す
る。また第5回国連大学グローバル・
セミナー神戸セッションも9月 2 8 日

（火）から 1 0 月1日（金）まで、「2 1世
紀の安全保障」をテーマに神戸国際協
力センターで開催される。

参加資格は、大学院・大学専門課程
に在籍中の学生。専攻分野は不問。テ
ーマに関心のある社会人の参加も可。
日英両語の理解力必要。定員は湘南セ
ッション100名、神戸セッション50名。
参加費用は湘南セッション4万円、神
戸セッション3万5千円（途上国から
の私費留学生は審査により免除される
場合もある）。

問い合わせ先：

国連大学グローバル・セミナー
事務局
電話：（03）3499-2811
FAX：（03）3499-2828
email：mbox@hq.unu.edu

国連大学グローバル・セミナーは、
日本の学生の国際意識を高める目的で
1 9 8 5年にスタートした。参加者と講師
は会期中、宿泊を共にして集中的な講
義と討論を行う。言語は日本語と英語
を使用し、通訳は付かない。湘南セッ
ションには青山学院大学、慶應義塾大
学、国際大学、国際基督教大学、中央
大学、津田塾大学、東海大学、東京大
学、早稲田大学が、神戸セッションに
は神戸大学、大阪大学、京都大学が協
力大学として参加している。

国連大学グローバル・セミナーへの参加者募集
──秋に神奈川県葉山と神戸で開催

3
月 2 2 日の国際水の日にあたって、

ハンス・ファン・ヒンケル国連大
学学長、クラウス・テプファー国連環
境計画（U N E P）事務局長らの国連幹
部は十数の国際的メディアからインタ
ビューを受け、貴重な水資源の保護の
必要性を訴えた。

国連大学プログラム「水・環境・保
健 に 関 す る 国 際 ネ ッ ト ワ ー ク 」

（U N U / I N W E H）と U N E P は昨年、国
連の行政調整委員会から国際水の日の
広報活動を共同で実施するよう委嘱さ
れていた。ファン・ヒンケル学長は16、
テプファー事務局長は二つのメディア
と会見した。インタビューは3月 1 7、
1 8 の両日、米国ワシントン D C とニュ
ーヨークで、国連の水資源専門家、マ
ヌエル・デンゴ氏の協力で行われた。

U N E P はロンドンの環境トラスト・
テレビジョン局と提携し、ビデオ・ド
キュメンタリーを制作、 B B C ワール
ド・サービスを通じて放送した。「3 3
億人の病人と 5 3 0 万人の死者を生む汚

染された水：安全な水のコストは1人
当り 5 0ドルから 1 0 5ドル」というニュ
ース・リリースは大きな反響を呼び、
3月 1 9 日付のフィナンシャル・タイム
ズ紙は一面で国連大学の特集記事を掲
載した。

またニューズウィーク・インターナ
シ ョ ナ ル 誌 、
B B C ラジオ、
A P通信、ロイ
ター通信など
も水資源問題
についての報
道を行い、 A P
テ レ ビ ジ ョ
ン・ネットワ
ークでは、フ
ァン・ヒンケ
ル学長のイン
タビューを伝
えた。通信社
の記事はボス
トン、マニラ、

アクラなどの世界各地の新聞に掲載さ
れた。

貴重な水資源の保護を訴える
──ファン・ヒンケル学長ら、国際水の日に

1994年－95年のUNEP環境写真コンテスト

惜別

元 国 連 大 学 理 事 会 議 長 イ ネ
ス・ウェズリー・タナスコビッ
チ博士が3月 1 8 日に死去した。
ウェズリー博士は長年にわたり
国連大学の学術プログラムに貢
献した情報科学の権威であった。
1 9 8 5 年には国連大学プログラム、
マイクロプロセッサーと情報科
学の創設に尽力し、イタリア・
トリエステの国際理論物理学セ
ンター（ I C T P）のマイクロプロ
セッサー研究所で国連大学のプ
ログラム・コーディネーターと
して活躍した。

博士は途上国のマイクロプロ
セッサー技術、情報科学の発展
を支援する活動の有力な後ろ盾
となり、1 9 9 2 年にはアフリカ情
報処理研究国際会議（C A R I）の
設立にも重要な役割を果たした。

ウェズリー博士はユーゴスラ
ビアのザグレブ大学で医学博士
と文学博士号を取得、1 9 7 3 年か
ら 7 6 年にかけて、世界科学情報
システム U N I S I S T の運営委員会
議長を、1 9 7 6 年から 7 8 年にはユ
ネスコ政府間理事会副議長など
のポストを歴任した。

国連大学理事会では 1 9 7 7 年か
ら 1 9 8 3 年まで理事を務め、1 9 7 9
年には理事会議長に就任した。



■ 新任者
［国連大学本部］

ジャネット・ボワロー（エディター）、
11月24日
ウイリアム・アッカーマン（ライタ
ー）、12月14日
モハメッド・サエド（コンピュータ
ー・アシスタント）、2月1日
山口はるみ（秘書）、2月22日
ルディガー・クール（客員フェロー）、
3月15日

［国連大学世界開発経済研究所］

サイド・M・ムルシェド（研究員）、1
月24日
タイナ・K・イドゥオジー（図書館ア
シスタント）、4月1日

［国連大学新技術研究所］

モニク・スーレン（秘書）、1月4日

［国連大学高等研究所］

江原万季（受付／秘書）、12月１日
武村雅文（受付／秘書）、12月1日
Ｎ・Ｓ・クレ（研究助手）、2月1日
フランク・ルースト（インターン）、4
月1日

［国連大学国際リーダーシップ・アカ
デミー］

ケネディ・グラハム（ディレクター）、
4月1日

■ 退任者
［国連大学本部］

上野和夏子（プログラム助手）、2月
28日
デニ・ヒダヤティ（客員研究員）、2月
28日
ユハ・ウイット（学術審議官）、4月
30日

アブラハム・ベスラット（副学長）、4
月30日

［国連大学世界開発経済研究所］

アンソニー・アディソン（研究員）、
12月31日
スザンナ・オイナス（図書館アシスタ
ント）、2月28日

［国連大学高等研究所］

林佳龍（客員リサーチ・アソシエイ
ト）、1月15日
クレリア・ピラジベ（ペーパー・ライ
ター）、1月31日
平中英二（上級渉外担当官）、3月31日
ラーマン・レチュマナン（リサーチ・
アシスタント）、3月31日

（以上 1 9 9 8 年1 1 月から 1 9 9 9 年4月までの
異動）

13

国連大学は、昨年7月にタジキス
タンで殉職した秋野豊国連タジ

キスタン監視団政務官を記念する事
業、秋野プロジェクトを計画しており、
外務省は今年3月、本年度補正予算か
らこのプロジェクトに1億円の拠出を
行った。この資金によって国連大学は
今後数年間、秋野政務官の意志を継い
で、世界平和などの分野で国際貢献の
できる人材の育成を目的としたプロジ
ェクトを展開する。

秋野政務官は中央アジアの専門家
で、筑波大学助教授だったが、日本政
府が 1 9 9 8 年4月に国連の要望を受けた
ことから、国連タジキスタン監視団

（U N M O T）に政務官として派遣され

た。ところが同年7月 2 0 日、現地での
職務執行の間に他の3人の U N M O T ス
タッフと共に殺害された。

今回の1億円のうち、半額の 5 , 0 0 0
万円は秋野政務官の研究テーマであっ
た領域、具体的にはユーラシア（特に
中央アジア）について今後5年計画で
実施され、日本の若い研究者によるフ
ィールドワークを重視した研究に当て
られる。

さらに、最近発足した国連大学国際
講座に「秋野記念講座」を設けるため
に、2 , 1 0 0 万円が拠出される。国際講
座は国連諸機関、各国外交官、その他
の国際機関などに就職を希望する、日
本および海外の大学院生、社会人を対

象とするユニークな講座で、秋野講座
は国際平和維持および国際協力に関連
するテーマで来年度から4年間にわた
り実施される。またこの講座で学ぶ日
本人研修生を国際機関での実習のため
に派遣する費用の補助として、2 , 0 0 0
万円が充てられる。

最後の 9 0 0 万円は国連大学グローバ
ル・セミナーを新たに北海道で開催す
る費用に使用される。同セミナーは
1 9 8 5 年から神奈川県で、9 5 年からは
神戸でも開催されており、若い世代の
人々の国連と地球規模の課題について
の理解を深めることを目的としたセミ
ナーである。

外務省、国連大学秋野プロジェクトに 1 億円拠出
──ユーラシア研究や秋野記念講座、北海道セミナーに

2
月 2 5 日にヘルシンキで開かれた

国連大学世界開発経済研究所の
公開講演会で、マレーシアのマラヤ大
学教授（経済学）のK・S・ジョモ博
士が「アジア危機：終わりか始まりか」
と題して語った。

ジョモ教授は過去2年間の東アジア
の金融危機は、多くの識者が主張する
ように、マクロ経済の管理の失敗によ
るものではなく、むしろ不適切な金融

の自由化と、その結果として金融、財
政に関する統治が損なわれたことが原
因だと主張した。同教授によると、株
式市場の「群集心理」とそれに対する
政府の無思慮な対応が、値上がりしす
ぎた通貨の当然の調整を全面的な崩壊
にまで押し進めたのだという。

ジョモ教授によると、「仲間内資本
主義」と「不動産中心主義」は確かに
一部の国で政府の対応政策を誤らせた

が、それ自身が危機を加速したことは
なく、その原因でもない。しかしその
ために危機が誇張され、信頼感を失わ
せて、回復を遅らせた可能性はあると
いう。

しかし現在では、通貨および金融の
危機は、主に政府と I M F の政策の失敗
によって、「実体経済」の危機になっ
ていることが、認められるようになっ
た、と同教授は語っていた。

アジア危機は「群集心理」が原因──経済学者のジョモ博士が批判

国連大学関係の人事ニュース
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「モデル、神話、それとも奇跡？：東アジアが経験した政府
の役割の再検討」

（Model,  Myth,  or Miracle?:  Reassessing the Role of
Governments in the East Asian Experience）
ベアトリス・ベーダー著、国連大学出版局、1 7 6 ページ、
1,490円、ISBN  92-808-1030-8

1 9 8 0年代および 9 0 年代はじ
めの東アジアの経済的奇跡は
神話だったのだろうか。民間、
公共部門協力のモデルと賞賛
された各国の開発戦略は、実
際には「仲間内資本主義」と
政府の管理失敗の典型にすぎ
なかったのだろうか。

経済学者であるベアトリ
ス・ベーダーは「東アジアの
経験」についての洞察に富ん
だ再評価の中で、はっきりと
そうした疑念を否定する。最

近の金融危機は同地域のこれまでの経済開発の奇跡や、そ
れによる貧困の軽減や生活水準の向上という現実を、否定
できるものではない、と筆者はいう。

筆者は地域内の各国政府が経済成長の促進に果たした役
割、および民間部門の成長を可能にした制度的枠組みを分
析し、さらに経済的奇跡とその後の金融危機の両方から学
び取るべき教訓を明らかにするため、政府が果たした機能
についての確実なデータや経験的な尺度を読者に示してく
れる。

筆者は本書の最終章で特に腐敗の原因や影響について触
れ、腐敗が東アジアの金融危機の原因だと言う主張には根
拠がないと結論している。

「国際安全保障管理と国連」
（International Security Management and the United Nations）

ムシア・アラガッパ、猪口孝共編、国連大学出版局、5 0 4 ペ
ージ、5,240円、ISBN  92-808-1001-4

国連が国際的安全保障の維
持を支援する場合、その適切
な 役 割 は 「 平 和 の 構 築 者 」

（peace builder）として、地域
機関の努力を支持することに
限られるのか、それとも「平
和の執行者」（peace enforcer）
として、直接的に紛争に介入
することにあるのか。本書に
収められた 2 1 の論文は、国連
加盟国と国連の特異な規範的
および活動上の能力に対す
る、安全保障管理面での期待

に関連する多様な問題を検討している。
編者は結論として、平和の構築と執行の両面に焦点を合

わせることが必要だと述べ、さまざまな問題を総括してい
る。国連は地域連合、N G O、開発機関などに責任を委託す
る場合に最も効果的にその役割を果たすことができる。そ
れらの機関が地域の文化的な微妙な差異により敏感であり、
地域の安定を維持、回復することを当然の職務としている
からだ、と編者は言っている。

「国連平和維持活動：日本の政策」
（United Nations Peace-keeping Operations: A Guide to
Japanese Policies）
ウィリアム・ハインリッヒ、柴田 明穂、添谷 芳秀共編、国
連大学出版局、156ページ、1,490円、ISBN  92-808-1003-0

本書は国連の平和維持活動（P K O）についての各国のビ
ジョンと参加（または不参加）活動を分析した「国別ガイ
ド」シリーズの1冊である。日本は一般に国連の活動を熱心
に支持しているが、P K O 活動については最近ようやく参加
するようになったばかりで、それも意欲的とはいえない。
日本が集団安全保障活動に協力すべきか、その方法はどう

UNU Nexions 書評

邦訳出版のお知らせ
「平和のつくり方－紛争地帯の国連ボランティア」

（原題：Volunteers Against Conflict）
国連ボランティア計画編、国連大学出版局／清流出版、
368ページ、2,200円、ISBN4-916028-49-X

本書は、カンボジアや旧ユーゴ、南アフリカ、ルワンダ
などの紛争地域で、選挙監視や難民保護などに携わった日
本を含む世界各国の国連ボランティア9人による報告集
で、彼らが自ら直面した矛盾や現場の苦悩が克明に記され
ている。

1 9 9 6 年に英語で出版されたこの本は、カンボジアで活
躍中に銃弾の犠牲となった国連ボランティアの故・中田厚
仁さんに捧げられた。

日本語への翻訳には、国連開発計画（U N D P）東京事務
所の職員のほか、現在ジャーナリストとして活躍中の国連
大学グローバルセミナーのかつての修了生など、中田厚仁
さんの事件を機に国連ボランティアに関心をもった社会人
や学生約20人がボランティアとして参加している。

「誰が飢えているか－飢餓はなぜ、どうして起こるのか？」

（原題： W h o’s Hungry? And How Do We Know? Food
Shortage, Poverty, and Deprivation）、L・デローズ、E・
メッサー、S・ミルマン著、国連大学出版局／清流出版、
304ページ、2,200円、ISBN4-916028-55-4

2 1 世紀の最大の課題の一つは、世界的規模で増大して
いる“飢餓”の問題である。しかし、その実態の把握とな
ると、極めて困難を伴う。純粋な食糧不足、栄養面での欠
乏、貧困による欠食、戦争・紛争地帯の制裁など、その状
態を区別して認識する必要があるからだ。

本書は飢餓類型学という概念に基づいて、世界の国々、
地域、家族、個人を分析することによって、「誰が飢えて
いるか」を明らかにしていく。
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最近の国連大学の活動

1998年

●第 4 5 回国連大学理事会、1 2 月7－ 1 1
日、国連大学本部

●第3回国際シンポジウム「持続的山岳
開発：開発管理のためのアンデス文化
伝統インターフェースの理解」、1 2 月
10－17日、キト（エクアドル）

●「大国の興亡：移行期の国際秩序」プ
ロジェクト・第2回ワークショップ、
12月18－19日、シンガポール

1999年

●国連大学プロジェクト・ワークショッ
プ「国際機関の正統性」、1月4－5日、
ニューヨーク

● U N U / W I D E R プロジェクト会議「情
報技術と成長」、1月8－9日、ヘルシ
ンキ

●ワークショップ「アジア太平洋地域に
おける地震危機管理」、1月18－20日、
バンコク（タイ）

● U N U / P L E C 生物多様性諮問グルー
プ・フィールド・ミーティング、1月
2 0 － 2 8 日、中国雲南省西双版納およ
び保山

●第5回 U N U / I N T E C H ワークショップ
「環境規制、生産のグローバル化と技

術的変化」、1月22－23日、オスロ
●国連大学国際講座開講、2月1日－3

月12日、国連大学本部
●パブリックフォーラム「食糧の安定供

（16ページにつづく）

あるべきか、といった問題は
日本の憲法第9条の核心に触
れる問題である。

本書の第1部は国家政策に
関する議論の歴史を追い、関
連する政策決定のプロセスを
分析している。第2部では、
日本の政策の法律面での問
題、とりわけ平和維持法を検
討し、関連する財政、予算面
を分析している。第3部は最
近の国際平和維持活動に対す

る日本の4回の参加における自衛隊の軍事的役割、および日
本のPKO支援における民間部門の活動を検討している。

「民主主義のプロセスと市場：移行の課題」
（The Democratic Process and the Market: Challenges of the

Transition）
ミハリー・シマイ著、国連大学出版局、本年8月刊行予定、
ISBN 92-808-1026X

東欧や中欧がこの 1 0 年間に経験した急速な社会主義から
民主主義的な市場経済への移行は、発展の有機的なプロセ
スとは違ったものであった。むしろそれはソ連の解体とそ
の後に続く各国の社会主義体制の崩壊が引き起こした、「社
会・政治的内部爆発」から生じた移行であった。

筆者はハンガリーの経済学者で、第1部では東欧および中
欧で起きた制度的な変化の一般的な問題を取り上げ、政治
的変化と経済的変革の相関を概観している。

第2部は、これらの地域の著名な専門家による七つのケー
ススタディからなっている。ハンガリー、ポーランド、ク
ロアチアなどの諸国が、民主主義的な市場経済を構築する
過程で克服しなければならなかった、具体的な問題がここ
で検討されている。また移行する諸国と国際社会全体に対
して、最近の事件が提起した前例のない課題も指摘されて
いる。本書は移行期にある民主主義に関する世界的な対話
のための貴重な貢献だといえよう。

「地球規模の金融混乱と改革：国連からの展望」
（Global Financial Turmoil and Reform: A United Nations
Perspective）

バリー・ハーマン編、国連大学出版局、4 8 6 ページ、3 , 7 4 0
円、ISBN  92-808-1032-4

1 9 9 7 年7月に始まったアジ
アの金融、経済危機は、国際
的な金融制度の変動に対応す
る各国の能力をどう強化する
か、金融市場のグローバル化
が提起するリスクを軽減する
ためには、どのような制度的
メカニズムが適切か、などの
問題について国際社会におけ
る議論を沸き立たせた。

国連経済社会局（ D E S A）
は 1 9 9 8 年7月、国連の経済専
門家や他の機関、民間部門、
学界の専門家を集め、これらの問題や、さらに金融危機の
より幅広い経済的、政治的影響を討議した。

本書はこの会議に提出された論文や意見、討議の内容を
さらに現状に合わせて改めたもので、後に事務総長によっ
て国連総会に提出された提案と勧告の基礎となった政策の
反省、分析、策定などのプロセスを記録している。

アジア、ラテンアメリカ、アフリカなどの地域に重点を
おいた討議に続いて、「移行期の経済」､「直接投資」､「金
融市場」などの分析が行われている。

編者は D E S A 職員で、重要な地球規模の問題について、
タイムリーな専門的情報と政策上の洞察を提供している。

国連大学出版局はこれまで 2 0 0点以上の書籍を出版、そ
の中には環境、持続可能な開発、平和とガバナンス、経
済・社会開発、地域研究などの分野における多様な重要問
題が含まれている。書籍についての問い合わせ、国連大学
出版局書籍カタログの請求は、販売部門へ。（F AX：0 3 -
3406-7345、e-mail：sales@hq.unu.edu）

6 0 点以上の国連大学出版局の書籍がインターネット上で
公開されている。アドレスは、h t t p : / / w w w . u n u . e d u / h q /
unupbooks/unupbks.html 。

また、1 9 7 8 年から 1 9 9 6 年までの「食糧・栄養報告」
（Food and Nutrition Bulletin）は、下記のアドレスからダウ
ン ロ ー ド で き る 。 h t t p : / / w w w . u n u . e d u / h q / f o o d /
UNUpress.htm#bulletin（いずれも英文のみ）


